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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物に用いる変性ポリマーの製造方法であって、
　分子中にＳｉ原子を１個のみ有し、かつ、炭素原子に直結する反応性シリル基を有する
モノマー（Ａ２）、紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）および炭素数６以上のアルキ
ル基を有するモノマー（Ｃ１）を必須的に含むモノマー混合物（Ｄ２）から合成されるポ
リマーに対し、有機シラン化合物を反応させて変性ポリマーを得ることを特徴とする紫外
線遮蔽層形成用樹脂組成物に用いる変性ポリマーの製造方法。
【請求項２】
　上記モノマー（Ａ２）が、下記一般式で示されるモノマー（Ａ－１）、（Ａ－２）およ
び（Ａ－３）よりなる群から選択される１種以上である請求項１に記載の変性ポリマーの
製造方法。
【化１】

　（式中、Ｒ1は水素原子またはメチル基を表し、Ｒ2は炭素数１～６の炭化水素基を表し
、ａは１～５の整数、ｂは０または１を表す）
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【化２】

　（式中、Ｒ3は前記Ｒ2と同じ意味もしくはアルキルオキシアルキル基を表し、ｃは０ま
たは１を表す）

【化３】

　（式中、Ｒ4はＲ2と同じ意味、ｄは０または１を表す）。
【請求項３】
　上記モノマー混合物（Ｄ２）が、さらに、炭素数４～５のアルキル基を有するモノマー
（Ｃ２）を含むものである請求項１または２に記載の変性ポリマーの製造方法。
【請求項４】
　上記モノマー混合物（Ｄ２）が、さらに、紫外線安定性基を有するモノマー（Ｅ）を含
むものである請求項１～３のいずれかに記載の変性ポリマーの製造方法。
【請求項５】
　上記モノマー混合物（Ｄ２）において、上記モノマー（Ａ２）、上記モノマー（Ｂ）お
よび上記モノマー（Ｃ１）の合計を１００質量％としたときに、上記モノマー（Ａ２）が
３質量％以上、５０質量％以下、上記モノマー（Ｂ）が０．１質量％以上、６０質量％以
下、上記モノマー（Ｃ１）が３質量％以上、８０質量％以下である請求項１～４のいずれ
かに記載の変性ポリマーの製造方法。
【請求項６】
　上記モノマー混合物（Ｄ２）から合成されるポリマーと有機シラン化合物とを反応させ
る際に、上記ポリマー中のモノマー（Ａ２）に由来するユニットと有機シラン化合物との
合計１００モル％中、有機シラン化合物が７０モル％を超えるように使用するものである
請求項１～５のいずれかに記載の変性ポリマーの製造方法。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の変性ポリマーの製造方法により得られる変性ポリマー
を含有し、紫外線劣化性樹脂基材とハードコート層との間に紫外線遮蔽層を形成するため
に用いられることを特徴とする紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物。
【請求項８】
　紫外線劣化性樹脂基材とハードコート層との間に、請求項７に記載の紫外線遮蔽層形成
用樹脂組成物から得られた紫外線遮蔽層を備えることを特徴とする紫外線遮蔽性積層体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、紫外線遮蔽層の形成に用いられる有機シラン系樹脂組成物に用いる変性ポリ
マーの製造方法に関し、例えば、プラスチック等の透明基材にコーティングして、太陽光
等の紫外線を吸収して内部への紫外線の侵入を遮断し、紫外線による着色、退色、劣化を
防止する紫外線遮蔽能を付与する樹脂組成物であって、有機シラン系でありながら硬化性
とポットライフを両立させ得た樹脂組成物に用いる変性ポリマーの製造方法に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　最近、例えば、ポリカーボネートを始めとする樹脂フィルムや樹脂シート、樹脂板のよ
うな樹脂成形部材は、透明性、耐熱性、難燃性等に優れていることから、自動車部品、道
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路建材、建築資材等に広く用いられており、今後もその用途がますます拡大していくこと
が期待されている。しかしながらそれらの樹脂は、一般に耐候性が不充分であり、特に紫
外線に曝されることにより、表面が劣化したり変色するといった問題がある。また、ガラ
スに匹敵する硬さを得るために、最表層には例えばシリコーン系樹脂等からなるハードコ
ート層が形成されるが、ハードコート層形成時にクラックが発生し易いという問題があっ
た。
【０００３】
　本願発明者等は、上記問題につき検討した結果、耐候性・耐擦傷性等に優れ、密着性に
も優れた紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物を見出し、既に出願した（特開2000-351642号）
。この出願に記載された発明は、反応性シリル基を有するモノマー：５０～９０質量％、
紫外線吸収性基を有するモノマー：１０～５０質量％およびその他のモノマー：０～４０
質量％を共重合して得られる共重合体を樹脂組成物の主成分とするというものである。こ
の共重合体の反応性シリル基は加水分解縮合反応を起こすため、自己架橋を行って、Ｓｉ
とＯとが交互に３次元的に結合した緻密な硬化塗膜を形成することができる。また、反応
性シリル基を有するモノマーを多く使用することで硬化塗膜のクラックの発生も抑えるこ
とに成功した。さらに、紫外線吸収性基を共重合体中に組み込んでいるので、低分子紫外
線吸収剤を添加したときのブリードアウトといった問題も起こさず、長期間に亘って優れ
た紫外線遮蔽効果を発揮する。
【０００４】
　しかし、反応性シリル基を有するモノマーの構成比率を例えば９０質量％以上に高めす
ぎると、紫外線吸収性モノマーの量や、用途に応じてポリマー設計するために用いられる
その他のモノマーの量を相対的に少なくせざるを得ず、硬化塗膜の耐候性そのものや、最
終塗膜として必要な靭性・耐水性等の特性が低下することが見出された。また、反応点が
多くなるために、ポリマー合成時にゲル化しやすく、樹脂組成物のポットライフ（安定に
保存できる期間）も短くなって、塗工作業前に樹脂組成物がゲル化により固化しやすくな
るという実操業上重要な問題が発生した。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで、本発明では、硬化性が速く、しかもポットライフが長い樹脂組成物であって、
耐候性、耐水性、硬度等の特性に優れた塗膜を形成することができ、ハードコート層のプ
ライマーとして使用する場合にも、紫外線劣化性樹脂基材とハードコート層との密着性や
耐候性に優れた塗膜を形成することのできる樹脂組成物に用いる変性ポリマーの製造方法
の提供を課題として掲げた。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本願の紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物の第１のタイプは、少なくとも末端に反応性シリ
ル基を有すると共に、この末端反応性シリル基が、置換基を有していてもよいポリシロキ
サン結合を介して炭素原子に連結した構造の反応性シリル基含有モノマー（Ａ１）、紫外
線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）および炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー（
Ｃ１）を必須的に含むモノマー混合物（Ｄ１）から合成されるポリマーを含有するところ
に特徴を有する。
【０００７】
　上記ポリシロキサン結合と反応性シリル基を有するモノマー（Ａ１）は、末端の反応性
シリル基と炭素原子の間にポリシロキサン結合（置換基を有していてもよい。以下単位「
ポリシロキサン結合」という）が位置しているモノマーであるため、重合の際にこのモノ
マー（Ａ１）を多量に使用しなくても、ポリマー中にポリシロキサン結合を多く導入する
ことができる。また、ポリシロキサン結合が置換基を有する場合には、置換基として反応
性シリル基も多数存在しているので、これらの反応によっても塗膜の硬化性が向上すると
共に、硬度や耐水性に優れた塗膜が得られる。
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【０００８】
　また、炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー（Ｃ１）を用いることで、ポリマー
の疎水性が高まったため、反応性シリル基が空気中の水分等で加水分解縮重合反応を起こ
して自己架橋する速度および度合いを抑制することができ、樹脂組成物としてのポットラ
イフ（保存安定性）を高めることができた。なお本発明における「モノマー」はラジカル
重合性単量体を意味し、ポリマーというときは、２元以上の共重合体も含む意味である。
【０００９】
　本願の第２のタイプの紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物に用いる変性ポリマーは、第１の
タイプとは異なる原料から作られる。本願の遮蔽層形成用樹脂組成物に用いる変性ポリマ
ーの製造方法は、分子中にＳｉ原子を１個のみ有し、かつ、炭素原子に直結する反応性シ
リル基を有するモノマー（Ａ２）と、紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）および炭素
数６以上のアルキル基を有するモノマー（Ｃ１）を必須的に含むモノマー混合物（Ｄ２）
から合成されるポリマーに対し、有機シラン化合物を反応させて変性ポリマーを得るとこ
ろに特徴を有する。
【００１０】
　先に上記モノマー混合物（Ｄ２）を重合し、その後、ポリマーに導入された反応性シリ
ル基に有機シラン化合物を反応させて、ポリマー側鎖にポリシロキサン結合を形成して変
性ポリマーとするのである。タイプ１の場合と同様に、重合の際にモノマー（Ａ２）を多
量に使用しなくても、得られる変性ポリマー中にポリシロキサン結合を多く導入すること
ができ、塗膜の硬化性が向上すると共に、硬度や耐水性に優れた塗膜が得られる。また、
炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー（Ｃ１）の効果もタイプ１と同様に発揮され
る。
【００１１】
　上記モノマー（Ａ２）は、下記一般式で示されるモノマー（Ａ－１）、（Ａ－２）およ
び（Ａ－３）よりなる群から選択される１種以上であることが好ましい。なお、タイプ１
のモノマー（Ａ１）の原料として用いられるモノマー（Ａ２）と、タイプ２で用いられる
モノマー（Ａ２）は同一の化合物でも異なる化合物であってもよく、２種以上を併用する
ものであっても構わない。
【００１２】
【化１】

　（式中、Ｒ1は水素原子またはメチル基を表し、Ｒ2は炭素数１～６の炭化水素基を表し
、ａは１～５の整数、ｂは０または１を表す）
【００１３】

【化２】

　（式中、Ｒ3は前記Ｒ2と同じ意味もしくはアルキルオキシアルキル基を表し、ｃは０ま
たは１を表す）
【００１４】

【化３】

　（式中、Ｒ4はＲ2と同じ意味、ｄは０または１を表す）
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【００１５】
　タイプ１、タイプ２いずれの場合においても、モノマー混合物（Ｄ１）または（Ｄ２）
は、さらに、炭素数４～５のアルキル基を有するモノマー（Ｃ２）を含むものであること
が好ましい。ポリマーの疎水性を維持しつつ、樹脂組成物の硬化性とポットライフをコン
トロールすることができる。
【００１６】
　モノマー混合物（Ｄ１）または（Ｄ２）が、さらに、紫外線安定性基を有するモノマー
（Ｅ）を含むものであることも、紫外線遮蔽効果が一層高まるため、本発明の好ましい実
施態様である。
【００１７】
　上記本願の製造方法により得られる変性ポリマーを含有する紫外線遮蔽層形成用樹脂組
成物は、紫外線劣化性樹脂基材とハードコート層との間に紫外線遮蔽層を形成するために
用いることが好ましく、紫外線劣化性樹脂基材とハードコート層との間に、本願の紫外線
遮蔽層形成用樹脂組成物から得られた紫外線遮蔽層を備える紫外線遮蔽性積層体も、本発
明の範囲に包含される。
【発明の効果】
【００１８】
　紫外線遮蔽層形成用の樹脂組成物の主体となる変性ポリマー中に反応性シリル基を多数
導入したので、硬化性に優れた樹脂組成物を得ることができた。また、炭素数６以上のア
ルキル基を有するモノマー（Ｃ１）を併用することで、樹脂組成物がゲル化により固化し
てしまうという問題を解決し、硬化性とポットライフを両立させることができた。
【００１９】
　本発明の紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物から形成された紫外線遮蔽層は、紫外線遮蔽能
を長期に亘って発揮するので、紫外線により劣化する基材等に適用することで、紫外線遮
蔽性積層体を製造することができる。また、紫外線劣化し易い樹脂基材の表面にシリコー
ン樹脂系のハードコート層を形成して耐擦傷性を改善する際に、紫外線遮蔽層を下地層と
して使用することにより、基材樹脂の変色・劣化等を抑えて耐候性を高めると共に、ハー
ドコート層との密着性も大幅に高めることができた。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　本発明者等は、硬化が速く、しかもポットライフが長い樹脂組成物を提供するために検
討した結果、樹脂組成物の主体となるポリマー中にポリシロキサン結合および反応性シリ
ル基を導入する２つの手法を見つけた。さらに、反応性シリル基がポリマー中に多数導入
された結果、一層、空気中の水分によって加水分解縮重合反応を起こし易くなり、樹脂組
成物がゲル化により固化してしまうという問題を、炭素数６以上のアルキル基を有するモ
ノマー（Ｃ１）を併用することで解決した。このため、硬化性とポットライフを両立させ
ることに成功した。
【００２１】
　さらに、本発明で採用したポリマー中にポリシロキサン結合および反応性シリル基を導
入する手法では、反応性シリル基を有するモノマーを多く使う必要がないため、必須モノ
マー以外のモノマーの選択肢が広がり、用途に応じたポリマー設計が可能となる。従って
、本発明の樹脂組成物から得られる塗膜は、硬度、耐水性等の塗膜としての基本物性を備
えつつ、長期にわたって紫外線遮蔽性能に優れたものとなり、さらに、ハードコート層の
プライマーとして使用する場合には、紫外線劣化性樹脂基材とハードコート層との密着性
や耐候性に優れたものとなる。以下、本発明を詳細に説明する。
【００２２】
　本発明の紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物の第１のタイプは、少なくとも末端に反応性シ
リル基を有すると共に、この末端反応性シリル基が、置換基を有していてもよいポリシロ
キサン結合を介して炭素原子に連結した構造の反応性シリル基含有モノマー（Ａ１）、紫
外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）および炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー
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（Ｃ１）を必須的に含むモノマー混合物（Ｄ１）から合成されるポリマーを主成分とする
ものである。
【００２３】
　また第２のタイプは、分子中にＳｉ原子を１個のみ有し、かつ、炭素原子に直結する反
応性シリル基を有するモノマー（Ａ２）、紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）および
炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー（Ｃ１）を必須的に含むモノマー混合物（Ｄ
２）から合成されるポリマーに対し、有機シラン化合物を反応させて得られる変性ポリマ
ーを含有する樹脂組成物である。以下、各原料を説明する。
【００２４】
　ポリシロキサン結合と反応性シリル基を有するモノマー（Ａ１）
　このモノマー（Ａ１）は、少なくとも末端に反応性シリル基を有すると共に、重合性二
重結合を有するモノマーである。そして、末端の反応性シリル基は、置換基を有していて
もよいポリシロキサン結合を介して、モノマー中の炭素原子と連結している。ポリシロキ
サン結合とは、通常－ＳｉＨ2－Ｏ－ＳｉＨ2－Ｏ－を示すが、置換基を有していてもよい
。すなわち、Ｓｉに結合するいずれか１個以上の水素原子が、炭素数１～６のアルコキシ
（アルキルオキシ）基や炭素数１～１０のアルキル基と置換されていてもよい。もちろん
各置換基は同一でも異なっていても構わない。置換基としてアルコキシ基が存在すればポ
リシロキサン結合部分にも反応性シリル基が存在することとなる。なお、反応性シリル基
とは、加水分解性シリル基を意味し、加水分解反応によってシラノール（Ｓｉ－ＯＨ）基
を生成することのできる官能基全てを意味する。
【００２５】
　上記モノマー（Ａ１）は、具体的には、後述する第２のタイプで使用される「分子中に
Ｓｉ原子を１個のみ有し、かつ、炭素原子に直結する反応性シリル基を有するモノマー（
Ａ２）」と有機シラン化合物を加水分解縮合反応させることにより得られる。従って、モ
ノマー（Ａ２）と有機シラン化合物について続いて説明する。
【００２６】
　炭素原子に直結する反応性シリル基を有するモノマー（Ａ２）
　分子中にＳｉ原子を１個のみ有し、かつ、炭素原子に直結する反応性シリル基を有する
モノマー（Ａ２）は、重合性二重結合と、炭素原子に直結する反応性シリル基を１個有す
る化合物である。具体例としては、前記一般式（Ａ－１）～（Ａ－３）で示される。
【００２７】
　前記モノマー（Ａ－１）は、加水分解性のアルコキシシリル基と、（メタ）アクリロイ
ル基を有するモノマーであり、前記一般式（Ａ－１）において、式中、炭素数１～６の炭
化水素基とは、メチル基、エチル基、プロピル基等のアルキル基；ビニル基、イソプロペ
ニル基、アリル基等のアルケニル基；フェニル基等のアリール基を表す。
【００２８】
　モノマー（Ａ－１）の具体例としては、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリメトキ
シシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－（メタ）アクリ
ロキシプロピルトリブトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリイソプロペ
ノキシシラン、（メタ）アクリロキシメチルトリメトキシシラン、（メタ）アクリロキシ
メチルトリエトキシシラン、（メタ）アクリロキシメチルトリブトキシシラン等が挙げら
れる。
【００２９】
　取り扱い易さや反応性、架橋密度等を考慮すれば、モノマー（Ａ１）の原料としてある
いはモノマー（Ａ２）として特に好ましいのは、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリ
メトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシトリエトキシシラン、３－（メタ）アクリロ
キシプロピルメチルジメトキシシランである。
【００３０】
　また前記モノマー（Ａ－２）は、ビニル基と、加水分解性のアルコキシシリル基を有す
るビニル官能性モノマーであり、前記モノマー（Ａ－３）は、ビニル官能性アルコキシシ
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ラン化合物である。
【００３１】
　これらビニル官能性モノマーの具体例としては、ビニルトリメトキシシラン、ビニルト
リエトキシシラン、ビニルトリアセトキシシラン、ビニルメチルジメトキシシラン、ビニ
ルメチルジエトキシシラン等のＡ－２の具体例；３－ビニロキシプロピルトリメトキシシ
ラン、３－ビニロキシプロピルトリエトキシシラン、３－ビニロキシプロピルメチルジメ
トキシシラン等のＡ－３の具体例等が挙げられる。取り扱い易さや反応性を考慮してモノ
マー（Ａ１）の原料としてあるいはモノマー（Ａ２）として特に好ましいのは、ビニルト
リメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、３－ビニロキシプロピルトリメトキシシ
ラン等である。なお、後述するモノマー（Ｃ１）との重合性の点からは、（メタ）アクリ
ロイル基を有する前記（Ａ－１）の方が、（Ａ－２）、（Ａ－３）よりも好ましい。
【００３２】
　有機シラン化合物
　有機シラン化合物は、下記一般式で示される有機シラン化合物および／またはその加水
分解縮合物である。
　　　　　　Ｒ5

mＳｉ（ＯＲ6）n　　　　　　　　　　　
【００３３】
（式中、Ｒ5は同一または異なっていてもよく、水素原子、メチル基、エチル基、ｎ－プ
ロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチ
ル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－へキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基等の直鎖また
は分岐鎖のアルキル基や、γ－クロロプロピル基、γ－ブロモプロピル基、３，３，３－
トリフルオロプロピル基、γ－グリシドキシプロピル基、γ－メルカプトプロピル基、γ
－アミノプロピル基、γ－ジメチルアミノプロピル基、フェニル基、または３，４－エポ
キシシクロヘキシルエチル基等を表し、Ｒ6は同一または異なっていてもよく、水素原子
、低級（炭素数１～５）アルキル基またはアシル基を表し、ｍは０または正の整数、ｎは
１以上の整数でかつｍ＋ｎはＳｉの原子価と一致する）。
【００３４】
　具体的には、テトラメトキシシラン、テトラエトキシシラン、テトライソプロポキシシ
ラン、テトラブトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、
メチルトリイソプロポキシシラン、メチルトリブトキシシラン、エチルトリメトキシシラ
ン、エチルトリエトキシシラン、エチルトリイソプロポキシシラン、エチルトリブトキシ
シラン、ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、ジメチルジイソプロポ
キシシラン、ジメチルジブトキシシラン、ジエチルジメトキシシラン、ジエチルジエトキ
シシラン、ジエチルジイソプロポキシシラン、ジエチルジブトキシシラン、またはこれら
の化合物を含む高分子有機化合物類が挙げられ、これらの１種または２種以上を用いるこ
とができる。
【００３５】
　有機シラン化合物としては、反応性に優れ、塗膜が良好な耐湿性を示す点から、テトラ
メトキシシラン、テトラエトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキ
シシラン、ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシランが好ましい。なお、第
１のタイプおよび第２のタイプで用いられる有機シラン化合物は同じ化合物群であっても
異なる化合物群であっても構わない。
【００３６】
　反応性シリル基含有モノマー（Ａ１）の合成
　上記反応性シリル基を有するモノマー（Ａ２）と有機シラン化合物の反応に際しては、
反応物である反応性シリル基含有モノマー（Ａ１）の側鎖に導入したい－Ｏ－Ｓｉ結合の
数によって有機シラン化合物の量を調整する。例えば、平均５つの－Ｏ－Ｓｉ結合を導入
したい場合は、モノマー（Ａ２）１モルに対し、有機シラン化合物が５モルとなるように
反応させることが好ましい。ここで、（Ａ２）と有機シラン化合物の合計を１００モル％
として、（Ａ２）が３０モル％を超えると、反応物であるモノマー（Ａ１）中に重合性二
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すくなる。（Ａ２）が０．１モル％よりも少ないと、（Ａ１）の中に重合性二重結合が導
入されなくなる場合があるため、好ましくない。（Ａ１）中の好ましい二重結合量は、１
分子当たり１～４個の範囲である。
【００３７】
　両者の反応は、（Ａ２）と有機シラン化合物とを混合することにより行う。必要により
メタノールや水等の溶媒を用いてもよい。加水分解縮合反応の進行に応じてアルコールが
生成するので、このアルコールを留去しながら５０～１００℃で１０分から５時間程度反
応させるとよい。高温下で、あるいは長時間反応を行うと、反応生成物である（Ａ１）の
重合が起きるおそれがある。なお、圧力は、０．１３Ｐａ～１．０ＭＰａ程度とするのが
好ましい。
【００３８】
　また、加水分解縮合反応の速度を高めるには触媒を用いることが好ましく、分離の容易
な固体触媒が好適である。固体触媒としては、「アンバーリスト１５」、「アンバーライ
ト１５」、「アンバーライト２００Ｃ」（いずれも商品名；ローム・アンド・ハース社製
）等の陽イオン交換樹脂が好ましいものとして挙げられる。触媒の使用量は特に限定され
ないが、（Ａ２）と有機シラン化合物との合計量に対して０．１～２０質量％が好ましい
。（Ａ２）と有機シラン化合物との反応に関しては、特許第２７２１１０６号にさらに詳
細に記載されている。
【００３９】
　紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）
　紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）としては、分子中に重合性二重結合と紫外線吸
収性基を同時に有する全てのモノマーを使用できるが、本発明において特に好ましく用い
られるのは、下記一般式（Ｂ－１）～（Ｂ－３）で表されるモノマーから選ばれる少なく
とも１種であり、これらのモノマーを共重合成分として使用することにより、得られるポ
リマーに紫外線吸収能が付与される。つまり、得られる塗膜に紫外線が照射されても、遮
蔽層で紫外線が吸収されてしまうので、遮蔽層よりも下側の部材の変色や劣化を抑えるこ
とが可能となる。しかも、添加型紫外線吸収剤を配合した場合のように紫外線吸収剤がブ
リードアウトすることもないので、紫外線遮蔽性能の持続性が高められると共に、その上
にハードコート層が形成される場合の密着性も阻害されない。
【００４０】
【化４】

【００４１】
　（式中、Ｒ7は水素原子または炭素数１～８の炭化水素基を表し、Ｒ8は水素原子、ハロ
ゲン原子、炭素数１～８のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、シアノ基またはニ
トロ基を表し、Ｒ9は炭素数１～１２の直鎖状もしくは枝分れ鎖状のアルキレン基または
－Ｏ－Ｒ’－（Ｒ’は炭素数２または３の直鎖状もしくは枝分れ鎖状のアルキレン基を表
す）を表し、Ｒ10は水素原子またはメチル基を表す）で表されるベンゾトリアゾール化合
物（Ｂ－１）。
【００４２】
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【化５】

　（式中、Ｒ7、Ｒ10は上記と同じ意味を表し、Ｒ11は水素原子または水酸基を表し、Ｒ1

2は水素原子または炭素数１～６のアルコキシ基を表し、Ｒ13は炭素数１～１２の直鎖状
もしくは枝分れ鎖状のアルキレン基を表す。）で表されるベンゾフェノン化合物（Ｂ－２
）。
【００４３】

【化６】

【００４４】
　(式中、Ｒ11は上記と同じ意味を表し、Ｒ12は直接結合、－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）p－または
－ＣＨ2ＣＨ（ＯＨ）－ＣＨ2Ｏ－を表し、ｐは１～５の整数を表す。Ｒ15，Ｒ16，Ｒ17，
Ｒ18，Ｒ19，Ｒ20，Ｒ21，Ｒ22は各々独立して水素原子、炭素数１～１０のアルコキシ基
、アルケニル基またはアルキル基を表す。)で表されるトリアジン化合物（Ｂ－３）。
【００４５】
　モノマー（Ｂ－１）の好ましい具体例としては、例えば２－［２'－ヒドロキシ－５'－
（メタ）アクリロイルオキシメチルフェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２'
－ヒドロキシ－５'－（メタ）アクリロイルオキシエチルフェニル］－２Ｈ－ベンゾトリ
アゾール、２－［２'－ヒドロキシ－５'－（メタ）アクリロイルオキシプロピルフェニル
］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２'－ヒドロキシ－５'－（メタ）アクリロイルオ
キシヘキシルフェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２'－ヒドロキシ－３'－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－５'－（メタ）アクリロイルオキシエチルフェニル］－２Ｈ－ベンゾト
リアゾール、２－〔２'－ヒドロキシ－５'－（β－（メタ）アクリロイルオキシエトキシ
）－３'－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル〕－５－ｔｅｒｔ－ブチル－２Ｈ－ベンゾトリアゾ
ール等が挙げられる。
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【００４６】
　モノマー（Ｂ－２）の具体例としては、２－ヒドロキシ－４－[２－(メタ)アクリロイ
ルオキシ]エトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－[２－(メタ)アクリロイルオキ
シ]ブトキシベンゾフェノン、２，２'－ジヒドロキシ－４－[２－(メタ)アクリロイルオ
キシ]エトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－[２－(メタ)アクリロイルオキシ]
エトキシ－４'－(２－ヒドロキシエトキシ)ベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－３－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－[２－(メタ)アクリロイルオキシ]エトキシベンゾフェノン、２－ヒド
ロキシ－３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－[２－(メタ)アクリロイルオキシ]ブトキシベンゾフ
ェノン等を挙げることができる。
【００４７】
　モノマー（Ｂ－３）の具体例としては、例えば２，４－ジフェニル－６－[２－ヒドロ
キシ－４－(２－アクリロイルオキシエトキシ)]－ｓ－トリアジン、２，４－ビス(２－メ
チルフェニル)－６－[２－ヒドロキシ－４－(２－アクリロイルオキシエトキシ)]－ｓ－
トリアジン、２，４－ビス(２－メトキシフェニル)－６－[２－ヒドロキシ－４－(２－ア
クリロイルオキシエトキシ)]－ｓ－トリアジン等を挙げることができる。
【００４８】
　なお、モノマー（Ｂ－１）および／またはモノマー（Ｂ－２）を使用する場合、紫外線
遮蔽層にアルカリ金属や塩基性の強い塩基性化合物が共存すると、塗膜着色の問題や経時
的な紫外線吸収性能の低下を招き易いため、これらを抑制する点から、各々の一般式中の
Ｒ7が、ヒドロキシル基に隣接した位置、すなわち３位にあり、かつ、炭素数４以上のア
ルキル基であるモノマーの使用が特に好ましい。
【００４９】
　上記紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ－１）～（Ｂ－３）は、各々化合物特有の紫
外線吸収特性を有しているため、紫外線により劣化する樹脂基材や内容物の種類、あるい
は、紫外線遮蔽層やハードコート層が積層される透明基材に求められる紫外線遮蔽性能に
応じて、単独で使用したり２種以上を適宜組み合わせて使用することが好ましい。
【００５０】
　各種の樹脂製品や繊維製品は固有の劣化波長を有しており、例えば、ポリエステル系樹
脂、ポリカーボネート系樹脂等の樹脂製品は、２８０～３７０ｎｍの紫外線で最も劣化す
るため、トリアジン系モノマー（Ｂ－３）を単独で使用するよりも、ベンゾフェノン系モ
ノマー（Ｂ－２）やベンゾトリアゾール系モノマー（Ｂ－１）をそれぞれ単独で使用する
ことが好ましい。最も好ましいのは、モノマー（Ｂ－１）または（Ｂ－２）と、モノマー
（Ｂ－３）との２種併用パターンである。
【００５１】
　なお、上記紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ－１）～（Ｂ－３）を各々単独で重合
し、もしくは２種以上を適宜共重合することによって得られるポリマーを、単独であるい
は２種以上をブレンドして、樹脂組成物中に含有させることもできる。
【００５２】
　炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー（Ｃ１）
　このモノマー（Ｃ１）は、具体的には、下記一般式で表される（メタ）アクリレート系
モノマーが好ましく用いられる。
【００５３】
【化７】

　（式中、Ｒ23は水素原子またはメチル基を表し、Ｚは炭素数が６以上のアルキル基を表
す）。
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【００５４】
　上記モノマー（Ｃ１）は、得られるポリマーの疎水性を高めることにより、ポリマー中
の反応性シリル基が空気中の水分等で加水分解反応を起こす時の速度と度合いを抑制する
作用を有する。このため、樹脂組成物のポットライフを長くすることができる。また、塗
膜の耐水性等も向上する。従って、（メタ）アクリレートのエステル結合に連結するアル
キル基は疎水性が高いものでなければならず、炭素数６以上が必要である。さらにモノマ
ー（Ｃ１）に限られず、（メタ）アクリレート類は、耐候性に優れ、モノマー（Ｂ）の有
する紫外線吸収性基が光分解されるのを抑制する効果も発揮する。
【００５５】
　上記式中、Ｚで表される置換基の具体例としては、シクロヘキシル基、メチルシクロヘ
キシル基、シクロドデシル基等の脂環式炭化水素基；２－エチルヘキシル基、オクチル基
、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、ペンタデシル基、オクタデシル基等
の直鎖状または分枝鎖状のアルキル基；ボルニル基、イソボルニル基等の多環式炭化水素
基であり、中でも脂環式炭化水素基、分枝鎖状アルキル基、直鎖状アルキル基が好ましい
。
【００５６】
　上記モノマー（Ｃ１）のより具体的な例としては、例えばシクロヘキシル（メタ）アク
リレート、メチルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、シクロドデシル（メタ）アクリ
レート、ラウリル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ステアリ
ル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート等が非限定的に挙げ
られ、これらの１種または２種以上が使用できる。中でも最も好ましいのは、シクロヘキ
シル（メタ）アクリレートである。
【００５７】
　本発明の第１のタイプで用いられるモノマー混合物（Ｄ１）および第２のタイプで用い
られるモノマー混合物（Ｄ２）には、これまで説明した各種モノマー（（Ａ１）または（
Ａ２）および（Ｂ）と（Ｃ１））が必須的に含まれるが、必要に応じて、以下のモノマー
（（Ｃ２）、（Ｃ３）、（Ｅ）、（Ｆ））を併用してもよい。
【００５８】
　炭素数４～５のアルキル基を有するモノマー（Ｃ２）および炭素数３以下のアルキル基
を有するモノマー（Ｃ３）
　本発明では第１および第２のタイプいずれにおいても、上記炭素数６以上のアルキル基
を有するモノマー（Ｃ１）を必須成分とするが、ポリマーの疎水性を高めつつ、塗膜の物
性を用途に応じて設計変更するために、炭素数４～５のアルキル基を有するモノマー（Ｃ
２）や炭素数３以下のアルキル基を有するモノマー（以下、Ｃ３とする）を併用すること
ができる。具体的には、モノマー（Ｃ２）としては、炭素数４～５のアルキル基を有する
（メタ）アクリレートが、モノマー（Ｃ３）としては炭素数３以下のアルキル基を有する
（メタ）アクリレートが好ましいものとして挙げられる。
【００５９】
　より具体的には、炭素数４～５のモノマー（Ｃ２）としては、ブチル（メタ）アクリレ
ート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ヘプ
チル（メタ）アクリレート等が挙げられ、炭素数３以下のモノマー（Ｃ３）としては、メ
チル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００６０】
　これらの（メタ）アクリレートは、前記したモノマー（Ａ１）、（Ａ２）、（Ｂ）およ
び（Ｃ１）との共重合性に優れ、硬く、耐水性や機械的強度に優れた遮蔽層を形成する役
割を担う上、安価なため使いやすい。中でも、紫外線遮蔽性積層体を形成するときの基材
として、ポリカーボネート系樹脂、アクリル系樹脂、あるいはポリエステル系樹脂を使用
する場合は、基材との密着性に優れた塗膜を形成するので、メチルメタクリレートが特に
好ましい。ただし、メチルメタクリレートは、若干疎水性が低く、ポットライフ延長効果
が発現しにくいことから、炭素数６以上のモノマー（Ｃ１）と炭素数４～５のアルキル基
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を有するモノマー（Ｃ２）との合計量（質量）と同量以下で使用することが好ましい。
【００６１】
　紫外線安定性基を有するモノマー（Ｅ）
　紫外線安定性基を有するモノマー（Ｅ）を共重合させると、塗膜に紫外線安定性が付与
され、紫外線遮蔽効果が一層高まる。また、モノマー（Ｂ）の紫外線吸収性基の光分解が
抑制され、紫外線遮蔽性能が長期間持続することとなる。紫外線安定性基を有するモノマ
ー（Ｅ）とは、分子中に重合性二重結合と紫外線安定性基を同時に有するものであれば特
にその種類は限定されないが、中でも特に好ましいのは、下記一般式（Ｅ－１）や(Ｅ－
２)で示されるモノマーである。
【００６２】
【化８】

　（式中、Ｒ24は水素原子またはシアノ基を表し、Ｒ25、Ｒ26はそれぞれ独立して水素原
子またはメチル基を表し、Ｒ27は水素原子または炭化水素基を表し、Ｙは酸素原子または
イミノ基を表す。）
【００６３】
【化９】

　（式中、Ｒ28は水素原子またはシアノ基を表し、Ｒ29、Ｒ30、Ｒ31、Ｒ32はそれぞれ独
立して水素原子またはメチル基を表し、Ｘは酸素原子またはイミノ基を表す。）。
【００６４】
　上記モノマー（Ｅ－１）の具体例としては、４－（メタ）アクリロイルオキシ－２，２
，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（メタ）アクリロイルアミノ－２，２，６，６
－テトラメチルピペリジン、４－（メタ）アクリロイルオキシ－１，２，２，６，６－ペ
ンタメチルピペリジン、４－（メタ）アクリロイルアミノ－１，２，２，６，６－ペンタ
メチルピペリジン、４－シアノ－４－（メタ）アクリロイルアミノ－２，２，６，６－テ
トラメチルピペリジン、４－クロトノイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリ
ジン、４－クロトノイルアミノ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン等が非限定的
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に挙げられ、これらは単独でも、必要により２種以上を適宜組み合わせて使用しても構わ
ない。
【００６５】
　上記モノマー（Ｅ－２）の具体例としては、１－（メタ）アクリロイル－４－（メタ）
アクリロイルアミノ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－（メタ）アクリロ
イル－４－シアノ－４－（メタ）アクリロイルアミノ－２，２，６，６－テトラメチルピ
ペリジン、１－クロトノイル－４－クロトノイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチル
ピペリジン等が非限定的に挙げられ、これらも単独でも、必要により２種以上を適宜組み
合わせて使用してもよい。
【００６６】
　その他のモノマー（Ｆ）
　本発明の第１のタイプで用いられるモノマー混合物（Ｄ１）および第２のタイプで用い
られるモノマー混合物（Ｄ２）には、塗膜物性の調整の目的で、これまで説明したモノマ
ー以外のその他のモノマー（Ｆ）を含有させてもよい。このようなその他のモノマー（Ｆ
）の具体例としては、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、無水マレイン酸等のカルボキシ
ル基を有するモノマー；２－（メタ）アクリロイルオキシエチルアシッドホスフェート等
の酸性リン酸エステル系モノマー；グリシジル（メタ）アクリレート、メチルグリシジル
（メタ）アクリレート、脂環式エポキシ基含有（メタ）アクリレート（例えば、ダイセル
化学工業社製；商品名「ＣＹＣＬＯＭＥＲ　Ｍ－１００」）等のエポキシ基含有（メタ）
アクリレート；２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メ
タ）アクリレート、水酸基末端可撓性（メタ）アクリレート（例えば、ダイセル化学工業
株式会社製；商品名「プラクセルＦＭ」）等の活性水素基を有するモノマー；（メタ）ア
クリルアミド、イミド（メタ）アクリレート、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド等
の含窒素モノマー；エチレングリコールジ（メタ）アクリレート等の２個の重合性二重結
合を有するモノマー；塩化ビニル等のハロゲン含有モノマー；スチレン、α－メチルスチ
レン等の芳香族系モノマー；ビニルエーテル等が挙げられるが、特にこれらに限定される
ものではない。
【００６７】
　以上が、本発明の第１のタイプで用いられるモノマー混合物（Ｄ１）および第２のタイ
プで用いられるモノマー混合物（Ｄ２）として用いることのできるモノマーである。なお
、ポリシロキサン結合と反応性シリル基を有するモノマー（Ａ１）と、分子中にＳｉ原子
を１個のみ有し、かつ、炭素原子に直結する反応性シリル基を有するモノマー（Ａ２）以
外は、第１のタイプと第２のタイプで共通する上位概念のモノマーが用いられるが、その
内容は同一である必要はなく、各モノマーの下位概念から適宜１種または２種以上選択す
ることができる。すなわち、例えば、モノマー混合物（Ｄ１）に用いられるモノマー（Ｂ
）と、モノマー混合物（Ｄ２）に用いられるモノマー（Ｂ）とは、モノマー（Ｂ）を構成
する化合物群が同じであっても異なっていてもよいという意味である。また、タイプ１の
モノマー（Ａ１）の原料として用いられるモノマー（Ａ２）と、タイプ２で用いられるモ
ノマー（Ａ２）は同一の化合物でも異なる化合物であってもよく、２種以上を併用するも
のであっても構わない。
【００６８】
　モノマー混合物（Ｄ１）において用いることのできる各モノマーの好ましい量は、以下
の通りである。なお、下記の量範囲は、使用するモノマーの合計量が１００質量％になる
ように選択する場合の各モノマーの好ましい使用量の目安である。
【００６９】
　ポリシロキサン結合と反応性シリル基を有するモノマー（Ａ１）；３質量％以上（より
好ましくは５質量％以上）、５０質量％以下（より好ましくは３０質量％以下）、
　紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）；０．１質量％以上（より好ましくは３質量％
以上）、６０質量％以下（より好ましくは４０質量％以下）、
　炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー（Ｃ１）；３質量％以上（より好ましくは
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５質量％以上、さらに好ましくは７質量％以上、最も好ましくは１１質量％以上）、８０
質量％以下（より好ましくは６０質量％以下）、
　炭素数４～５のアルキル基を有するモノマー（Ｃ２）および炭素数３以下のアルキル基
を有するモノマー（Ｃ３）；適宜調整、
　紫外線安定性基を有するモノマー（Ｅ）；０．１質量％以上（より好ましくは０．５質
量％以上）、３０質量％以下（より好ましくは１０質量％以下）、
　その他のモノマー（Ｆ）；適宜調整
【００７０】
　モノマー混合物(Ｄ２)において用いることのできる各モノマーの好ましい量については
、反応性シリル基を有するモノマー（Ａ２）が３質量％以上（より好ましくは５質量％以
上）、５０質量％以下（より好ましくは４０質量％以下）である以外は、モノマー混合物
（Ｄ１）の場合のモノマー（Ｂ）、（Ｃ１）～（Ｃ３）、（Ｄ）、（Ｅ）および（Ｆ）の
好ましい量と同じである。ポリマー合成後に、有機シラン化合物を反応させるときには、
モノマー（Ａ２）と有機シラン化合物からモノマー（Ａ１）を合成する反応の際と同様の
理由で、ポリマー中の（Ａ２）と有機シラン化合物の合計を１００モル％として、有機シ
ラン化合物が７０モル％を超えるように、（Ａ２）が３０モル％以下となるように、使用
することが好ましい。
【００７１】
　いずれのモノマー混合物を用いる場合においても、モノマー（Ａ１）または（Ａ２）の
使用量が３０質量％を超えると、反応点が増加する結果、樹脂組成物のポットライフが短
くなっていく。そして次第に、炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー（Ｃ１）の存
在によってもゲル化の進行を止められなくなるため好ましくない。逆に、モノマー（Ａ１
）または（Ａ２）の使用量が３質量％未満では、速やかな硬化性を有する樹脂組成物を提
供するという本発明のもう一つの目的を達成することが難しくなる。
【００７２】
　次に本発明の樹脂組成物を製造する方法を説明する。まず第１のタイプの樹脂組成物は
、前記した方法で合成したポリシロキサン結合と反応性シリル基を有するモノマー（Ａ１
）と紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）と炭素数６以上のモノマー（Ｃ１）を必須的
に含むモノマー混合物（Ｄ１）を重合すればよい。また、第２のタイプの樹脂組成物にお
いては、炭素原子に直結する反応性シリル基を有するモノマー（Ａ２）と紫外線吸収性基
を有するモノマー（Ｂ）と炭素数６以上のモノマー（Ｃ１）を必須的に含むモノマー混合
物（Ｄ２）を最初に重合する。
【００７３】
　重合方法には格別の制限はなく、公知の重合法、例えば溶液重合法、分散重合法、懸濁
重合法、乳化重合法等を使用できる。溶液重合法では、得られた反応生成物をそのままあ
るいは希釈するだけで、本発明の樹脂組成物を得ることができるため、好ましい重合法で
ある。溶液重合の際に用いる溶媒としては、トルエン、キシレン、その他の芳香族系溶媒
；ｎ－ブチルアルコール、プロピレングリコールメチルエーテル、ダイアセトンアルコー
ル、エチルセロソルブ等のアルコール系溶媒；酢酸ブチル、酢酸エチル、セロソルブアセ
テート等のエステル系溶媒；メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキ
サノン等のケトン系溶媒；ジメチルホルムアミド等を使用できる。使用する溶媒の種類は
これらに限定されるものではない。これらの溶媒は１種のみを使用してもよいし、２種以
上を混合溶媒として使用してもよく、溶媒の使用量は、モノマー濃度、ポリマーの所望の
分子量、ポリマー溶液濃度等を考慮し適宜定めればよい。
【００７４】
　またモノマー混合物（Ｄ１）や（Ｄ２）を重合させる際には、重合開始剤が通常使用さ
れる。重合開始剤としては、例えば、２，２'－アゾビス－（２－メチルブチロニトリル
）、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、２，２'－アゾビスイソ
ブチロニトリル、ベンゾイルパーオキサイド、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキサイド等の
公知のラジカル重合開始剤が使用可能である。重合開始剤の使用量は、ポリマーの要求特
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性等に応じて適宜決定すべきものであり、特に限定はないが、モノマー混合物（Ｄ１）ま
たは（Ｄ２）の全量に対し０．０１質量％以上、５０質量％以下が好ましく、より好まし
くは０．０５質量％以上、２０質量％以下である。
【００７５】
　また必要に応じて、例えば、ｎ－ドデシルメルカプタン、ｎ－ブチルメルカプタン、３
－メルカプトプロピルメチルジメトキシシラン、（ＣＨ3Ｏ）3Ｓｉ－Ｓ－Ｓ－Ｓｉ（ＯＣ
Ｈ3）3のような連鎖移動剤を１種以上添加し、ポリマーの分子量を調整してもよい。
【００７６】
　重合反応の温度も特に限定されないが、室温～２００℃の範囲が好ましく、４０～１４
０℃がより好ましい。なお反応時間は、用いるモノマー混合物の組成や重合開始剤の種類
等に応じて、重合反応が効率よく完結し得るように適宜設定すればよい。
【００７７】
　ポリマーの分子量も特に限定されないが、重量平均分子量（Ｍｗ）で２，０００～１，
０００，０００が好ましい。また、より好ましいＭｗの下限は２０，０００、さらに好ま
しい下限は５０，０００であり、より好ましいＭｗの上限は８００，０００、さらに好ま
しい上限は５００，０００である。ここでいう重量平均分子量とは、ＧＰＣを用いて標準
ポリスチレンを基準として求めた値を意味する。
【００７８】
　第１のタイプの樹脂組成物は、モノマー混合物（Ｄ１）から得られたポリマーを含有す
るものであるが、塗工の際の作業性等の観点からは、溶媒でポリマーを溶解させた溶液状
態であることが好ましい。溶媒としては、前記溶液重合の際に例示した溶媒がいずれも使
用可能である。溶液重合以外の方法でポリマーを合成した場合は、重合後、ポリマーを分
取して溶媒に溶解させればよい。
【００７９】
　第２のタイプの樹脂組成物を得るには、モノマー混合物（Ｄ２）から得られたポリマー
を有機シラン化合物で変性する必要がある。変性ポリマーの合成反応は、モノマー混合物
（Ｄ２）から得られたポリマーと有機シラン化合物を混合すればよく、前記したポリシロ
キサン結合と反応性シリル基を有するモノマー（Ａ１）と有機シラン化合物を反応させる
ときと同様に行えばよい。なお、第１のタイプの樹脂組成物と第２のタイプの樹脂組成物
を混合して用いても本願の目的を達成できるため、何ら差し支えない。
【００８０】
　本発明の樹脂組成物（以下の説明では第１および第２のタイプの樹脂組成物を単に樹脂
組成物で代表する）には、種々の添加剤が含まれていてもよい。以下、添加剤として好適
に使用できる化合物を説明する。
【００８１】
　脱水剤
　脱水剤は、保存時の加水分解反応とそれによるポットライフの短縮化を抑える効果を有
する。脱水剤としては、例えば、オルト蟻酸メチル、オルト蟻酸エチル、オルト酢酸メチ
ル、オルト酢酸エチル、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、メチルシリケ
ート、エチルシリケート等の加水分解性エステル化合物等が非限定的に挙げられ、これら
の１種または２種以上を使用できる。
【００８２】
　硬化触媒
　樹脂組成物の主成分のポリマー（第２のタイプの変性ポリマーも含む。以下同様）は、
反応性シリル基の存在によって硬化反応性を示すが、さらに硬化反応を促進させたい場合
には、硬化触媒を使用することも有効である。硬化触媒としては、例えばジブチルスズジ
ラウレート、ジブチルスズジマレエート、ジオクチルスズジラウレート、オクチル酸スズ
等の有機スズ化合物；リン酸、モノメチルホスフェート等のリン酸またはリン酸エステル
；アルキルチタン酸塩；トリス（エチルアセトアセテート）アルミニウム等の有機アルミ
ニウム化合物；テトラブチルジルコネート、テトラキス（アセチルアセトナート）ジルコ
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ニウム等の有機ジルコニウム化合物；酢酸、プロピオン酸、マレイン酸およびこれらの酸
無水物、パラトルエンスルホン酸等の酸性化合物；トリエチルアミン、４級アンモニウム
塩類の他、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－ア
ミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピル
トリメトキシシラン等のアミノ基を有するシランカップリング剤類；アミンと酸性リン酸
エステルとの混合物または反応物；水酸化ナトリウム等のアルカリ性化合物等が非限定的
に例示される。
【００８３】
　これら硬化触媒の中でも好ましいのは、触媒活性の特に高い有機スズ化合物、酸性リン
酸エステル、酸性リン酸エステルとアミンの混合物または有機スズ化合物と有機酸との混
合物、飽和もしくは不飽和多価カルボン酸またはその酸無水物、アミノ基を有するシラン
カップリング剤、有機チタネート化合物、有機アルミニウム化合物またはこれらの混合物
等である。
【００８４】
　これら硬化触媒の好ましい使用量は、ポリマーの固形分に対して、０．００１～２０質
量％、より好ましくは０．０１～１０質量％の範囲である。
【００８５】
　紫外線安定剤
　前記した紫外線安定性基を有するモノマー（Ｅ）を用いずにポリマーを合成した場合に
は、添加型の紫外線安定剤を用いることもできる。添加型の紫外線安定剤として好ましい
のは、立体障害ピペリジン化合物であり、例えば市販品としては、「チヌビン１２３」、
「チヌビン１４４」、「チヌビン７６５」（いずれもチバ・スペシャルティ・ケミカルズ
社製）等が挙げられる。また、これらの比較的低分子量の紫外線安定剤はブリードアウト
の可能性があるため、前記した紫外線安定性基を有するモノマー（Ｅ）から別途ポリマー
型の紫外線安定剤を合成し、これを添加してもよい。なお、添加型の紫外線吸収剤はブリ
ードアウトの影響が大きいため、使用しないことが好ましい。
【００８６】
　紫外線安定剤の好ましい配合量は、ポリマー１００質量％に対して０．１～１５質量％
の範囲である。０．１質量％未満では、特にモノマー（Ｅ）を使用しない場合にモノマー
（Ｂ）の紫外線吸収性基の光分解抑制作用が不充分となり、紫外線遮蔽能を長期的に維持
できないことがあるが、１５質量％を超えて過度に添加するとブリードアウトし易くなっ
たり、耐水性を低下させるため好ましくない。
【００８７】
　その他の樹脂
　樹脂組成物中には、本発明の目的を阻害しない範囲であれば、その他の樹脂を一部共存
させてもよい。例えば、熱可塑性樹脂や樹脂自身の作用あるいは硬化剤（架橋剤）によっ
て架橋硬化する熱硬化性樹脂が挙げられる。これら他の樹脂の種類や使用量は、紫外線遮
蔽性樹脂積層体の用途や要求特性等に応じて適宜決定すればよい。その他の樹脂の具体例
としては、塩化ビニル系樹脂、ポリエステル系樹脂、アクリル系樹脂、シリコーン系樹脂
等の熱可塑性樹脂；ウレタン系樹脂、アミノプラスト系樹脂、シリコーン系樹脂、エポキ
シ系樹脂、アクリル系樹脂等の単独硬化型の熱・紫外線・電子線硬化性樹脂；ポリエステ
ル系樹脂、アクリル系樹脂、エポキシ系樹脂等の硬化剤によって硬化する熱硬化性樹脂を
挙げることができる。
【００８８】
　その他の添加剤
　塗料等の層形成用組成物に一般に使用されるレベリング剤、酸化防止剤、タルク等の充
填剤、防錆剤、蛍光性増白剤、酸化防止剤、帯電防止剤、顔料、染料、増粘剤、コロイダ
ルシリカ、アルミナゾル等の無機微粒子やポリメチルメタクリレート系のアクリル系微粒
子等を添加してもよい。また、特開平７－１７８３３５号公報や同９－３０２２５７号公
報に記載されているような無機微粒子の表面に有機ポリマーが固定された複合無機微粒子
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を添加することもできる。さらには、本発明の目的を阻害しない範囲であれば、ベンゾト
リアゾール系、ベンゾフェノン系、トリアジン系、インドール系等の有機系紫外線吸収剤
や酸化亜鉛等の無機系紫外線吸収剤を一部含んでも構わない。
【００８９】
　本発明の樹脂組成物は、基材の表面側に紫外線遮蔽層を形成して、紫外線遮蔽性積層体
を形成するために用いられる。このとき、基材の表面に直接または必要に応じて接着改善
層（プライマー層等）や印刷層、熱線遮蔽層、粘着層、（半）透明無機蒸着膜等のガスバ
リヤー層等を介して形成することができる。樹脂組成物から得られる乾燥塗膜（紫外線遮
蔽層）１００質量％中の本願に係るポリマー（変性ポリマーも含む。以下同じ）が５０質
量％以上、好ましくは８０質量％以上含まれるように、上記各種添加剤の量を規制するこ
とが望ましい。５０質量％未満では塗膜の耐候性が不充分となるおそれがある。
【００９０】
　紫外線遮蔽性積層体
　以下、本発明の樹脂組成物を用いて形成される紫外線遮蔽性積層体について説明する。
基材として最適なのは、紫外線により劣化し易い樹脂であり、このような樹脂基材こそが
本願の紫外線遮蔽層を必要とするからである。紫外線により劣化するとは、紫外線により
主鎖が切断して分子量が低下したり、逆に架橋によってゲルが形成する等の化学構造が変
化して、その結果として、機械強度・透明性低下あるいは黄変等の物性低下を起こすこと
をいう。このような樹脂としては、ポリカーボネート系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ア
クリル系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ＡＢＳ系樹脂、ポリスチレ
ン系樹脂、塩化ビニル系樹脂等が挙げられる。中でも、安価で軽くて丈夫でかつ透明性に
優れたポリカーボネート系樹脂、ポリエステル系樹脂、アクリル系樹脂が好ましい。
【００９１】
　上記樹脂基材の形状や製法はどのようなものでもよく、特に限定はないが、汎用性の高
いものは、平板状や曲板状、波板状等の板状あるいはフィルム状のものである。また、木
目印刷等の印刷を施した意匠性のある樹脂基材を使用することも可能である。さらに、ガ
ラス等の無機質透明基材で作られた容器等の内容物を紫外線から守る目的で、無機質透明
基材の表側に紫外線遮蔽層を設けることもできる。
【００９２】
　紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物を基材に塗布する方法としては、浸漬、吹き付け、刷毛
塗り、カーテンフローコート、グラビアコート、ロールコート、スピンコート、バーコー
ト、静電塗装等の公知の塗工方法がいずれも採用可能である。
【００９３】
　紫外線遮蔽層の厚さは、Ｌａｍｂｅｒｔ－Ｂｅｅｒの法則により、ポリマーに導入され
ている紫外線吸収性基の量、すなわち重合の際の紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）
の使用量に依存する。従って、ポリマー中の紫外線吸収性基の量と、紫外線遮蔽性積層体
に要求される耐候性や紫外線遮蔽性能を勘案して、層の厚さを決定すればよい。通常、０
．５～５００μｍの範囲内である。厚さが５００μｍを超えると、紫外線吸収性能が飽和
してコスト的に無駄である。逆に厚さが０．５μｍ未満では、基材上へ均一に塗工するの
が困難であり、紫外線遮蔽能も不充分になるおそれがある。より好ましい厚さの範囲は１
～３００μｍ、さらに好ましくは２～５０μｍである。
【００９４】
　本発明の樹脂組成物を基材に薄膜状に塗布して紫外線遮蔽層を形成するときの硬化温度
は、樹脂組成物の主成分であるポリマーに含まれる反応性シリル基の量や使用する硬化触
媒の種類によって異なるが、一般的には室温～２００℃で硬化させるのが好ましい。
【００９５】
　本発明の積層体は、基材と紫外線遮蔽層（基材と紫外線遮蔽層との間に前記した他の層
があっても構わない）の積層構造であっても、紫外線遮蔽性層が耐水性・強度・耐候性等
種々の特性に優れているものであるため、このまま種々の用途に活用することができる。
しかし、窓ガラス等の用途に用いるには、耐擦傷性や表面硬度を一層高めるため、紫外線
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遮蔽層の表層（基材と反対側）にハードコート層を備える構造のものが好ましい。ハード
コート層は、高硬度で耐擦傷性に優れた塗膜を形成することのできる樹脂を用いて形成す
ることが好ましく、このような樹脂であれば特に限定されないが、シリコーン系硬化性樹
脂や有機系硬化性樹脂等が好ましく使用できる。
【００９６】
　シリコーン系硬化性樹脂とは、シロキサン結合を持った硬化性の樹脂であり、例えばト
リアルコキシシランやテトラアルコキシシラン等のアルコキシシランまたはそれらのアル
キル化物の部分加水分解物、メチルトリアルコキシシランやフェニルトリアルコキシシラ
ン等の混合物を共加水分解したもの、コロイド状シリカ充填オルガノトリアルコキシシラ
ンの部分加水分解縮合物、ペルヒドロポリシラザン等が挙げられる。市販品としては、例
えば「トスガード５１０」、「ＵＶＨＣ８５５３」（以上、東芝シリコーン社製）；「Ｋ
Ｐ－８５１」、「Ｘ－１２－２４００」、（以上、信越シリコーン社製）；「ソルガード
ＮＰ７２０」、「ソルガードＲＦ０８３１」（以上、日本ダクロシャムロック社製）、「
Ｐ１１０」、「Ｌ１１０」、「Ｖ１１０」（以上、クラリアントジャパン社製）等が例示
される。
【００９７】
　一方、有機系硬化性樹脂としては、例えばメラミン樹脂、ウレタン樹脂、アルキド樹脂
、アクリル樹脂、多官能アクリル樹脂等が挙げられ、多官能アクリル樹脂としては、ポリ
オールアクリレート、ポリエステルアクリレート、ウレタンアクリレート、エポキシアク
リレート等の樹脂が好ましいものとして例示される。
【００９８】
　また、ハードコート層の形成のため、上記シリコーン系硬化性樹脂と上記有機系硬化性
樹脂をブレンドして用いてもよく、さらに、本発明に係るポリマーをブレンドしてもよい
。ハードコート層に要求される硬度や耐擦傷性等の性能レベルに応じて、ブレンド量は適
宜決定すればよいが、ハードコート層を構成する樹脂１００質量％に対しシリコーン系硬
化性樹脂が６０質量％以上含まれ、好ましくは８０質量％以上含まれていることが望まし
い。６０質量％未満では、硬度や耐擦傷性等が不足するおそれがある。なお、前記した各
種添加剤をハードコート層形成のために用いても構わない。
【００９９】
　本発明の積層体は、ハードコート層と共に、またはハードコート層を用いずに、積層構
造内もしくは積層体の最表層に熱線遮蔽層を備えるものであってもよい。自動車用や建築
物用の窓材として用いるときに、車内や室内の備品等の紫外線劣化を防ぐと共に、車内や
室内の温度上昇を防いで冷暖房費の節減に効果的である。また積層体構造内もしくは積層
体の最表層に、耐汚染性向上のための光触媒機能層；ガスバリア層；導電層、磁性層等；
防曇層等を形成することも有効である。さらに、有機系基材と無機系基材のような２枚の
基材の間に本発明の紫外線遮蔽層を中間層として形成し、合せガラスとしての使用も可能
である。
【０１００】
　熱線遮蔽層を形成するには、例えば、基材内部に熱線遮蔽性物質を分散させたり、基材
の片面もしくは両面に、熱線遮蔽性物質を含む塗料を塗布する方法が採用可能である。ま
た、本発明の樹脂組成物中に熱線遮蔽性物質を添加して、紫外線と熱線を同時に遮蔽でき
る層を形成してもよい。
【０１０１】
　熱線遮蔽性物質としては、赤外線領域に吸収を有する物質であれは特に制限されないが
、用途によっては、可視光領域（４００～７００ｎｍ）での着色が少なく、かつモル吸光
係数の大きいものが望ましく、有機系・無機系の公知の熱線遮蔽性物質を１種もしくは２
種以上組合わせて使用できる。また用途によっては可視光線領域の調色を行ったり、目的
とする色に着色するために可視光線領域に吸収のある物質を併用してもよい。
【実施例】
【０１０２】
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　以下、実施例および比較例によって本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらに
限定されるわけではなく、前・後記の趣旨に適合し得る範囲で適当に変更して実施するこ
とも可能であり、それらはいずれも本発明の技術的範囲に包含される。なお下記実施例お
よび比較例において、「部」および「％」とあるのは、質量部または質量％を表す。
【０１０３】
　モノマー合成例（第１のタイプのモノマー（Ａ１）の合成）
　攪拌機、温度計、冷却管を備えたフラスコに、３－メタクリロキシプロピルトリメトキ
シシラン（モノマー（Ａ２））１２．４部（０．０５モル）、有機シラン化合物として、
テトラメトキシシラン１０６．４部（０．７モル）とジメチルジメトキシシラン３０部（
０．２５モル）、メタノール１００部、水１８部（１モル）、固体触媒（ローム・アンド
・ハース・ジャパン社製の陽イオン交換樹脂；商品名「アンバーリスト１５」）５部を入
れ、メタノールの還流下（６５℃）で２時間撹拌し、反応させた。
【０１０４】
　反応混合物を室温まで冷却した後、冷却管に変えて、冷却管と留出口を備えた蒸留塔を
セットし、常圧下で８０℃まで２時間かけて昇温し、留出する液（メタノール）が無くな
るまで同温度で保持した。さらに、２６．６ｋＰａ（２００ｍｍＨｇ）、９０℃で留出液
が無くなるまで保持し、反応させた。再度、室温まで冷却した後、固体触媒を濾別し、数
平均分子量が１８００のポリシロキサン結合と反応性シリル基を有するモノマー（Ａ１）
を得た。
【０１０５】
　ポリマー合成例１（第１のタイプのポリマーの合成）
　モノマー合成例１で合成したモノマー（Ａ１）１０部、２－［２’－ヒドロキシ－５’
－（メタクリロイルオキシシエチル）フェニル］―２Ｈ－ベンゾトリアゾール（モノマー
（Ｂ）；大塚化学社製；商品名「ＲＵＶＡ９３」）２０部、シクロヘキシルメタクリレー
ト（モノマー（Ｃ１））２０部、２－エチルヘキシルアクリレート１０部（モノマー（Ｃ
１））、ブチルアクリレート（モノマー（Ｃ２））１０部、メチルメタクリレート（モノ
マー（Ｃ３））３０部、ダイアセトンアルコール１１０部、メチルイソブチルケトン３０
部およびオルソ蟻酸メチル（脱水剤）１０部を仕込み、窒素ガスを導入して撹拌しながら
１１０℃に昇温させた。開始剤としてｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノ
エート４部とメチルイソブチルケトン３０部との混合物を２時間かけて滴下し、滴下後さ
らに４時間加熱して、重合を行った。不揮発分濃度が３８．８％のポリマー溶液Ｎｏ．１
を得た。このポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）は５６０００であった。なお各合成例に
おいて、不揮発分濃度は、ポリマー溶液１ｇを秤量し、２００℃で１５分加熱乾燥させて
測定した値であり、重量平均分子量はＧＰＣを用いて標準ポリスチレンを基準として求め
た値である。表１にモノマーの種類等と仕込み・配合量等をまとめた。
【０１０６】
　ポリマー合成例２～１３
　表１に示したようにモノマー種類等と仕込み・配合量を変えた以外は、上記ポリマー合
成例１と同様にしてポリマー溶液Ｎｏ．２～１３を製造し、それらの特性を表１に併記し
た。なお、合成例２では、添加型紫外線安定剤（立体障害ピペリジン化合物；チバ・スペ
シャルティ・ケミカルズ社製；商品名「チヌビン１２３」）２部を、重合終了後にフラス
コ内へ添加した。
【０１０７】
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【表１】

【０１０８】
　なお、表１中の略語は、下記の意味である。
モノマー（Ａ１）：モノマー合成例１で合成したポリシロキサン結合と反応性シリル基を
有するモノマー（Ａ１）
モノマー（Ｂ）：紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）
ＵＶＡ(i)：２－［２’－ヒドロキシ－５’－（メタクリロイルオキシエチル）フェニル
］―２Ｈ－ベンゾトリアゾール（大塚化学社製；商品名「ＲＵＶＡ９３」）
ＵＶＡ(ii)：２－ヒドロキシ－４－（２－アクリロイルオキシエトキシ）ベンゾフェノン
（大阪有機化学工業社製；商品名「ＢＰ－１Ａ」）
ＵＶＡ(iii)：２，４－ジフェニル－６－［２－ヒドロキシ－４－（２－アクリロイルオ
キシエトキシ）－ｓ－トリアジン
モノマー（Ｃ１）：炭素数６以上のアルキル基を有するモノマー（Ｃ１）
ＣＨＭＡ：シクロヘキシルメタクリレート
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モノマー（Ｃ２）：炭素数４～５のアルキル基を有するモノマー（Ｃ２）
ｔ－ＢＭＡ：ｔｅｒｔ－ブチルメタクリレート
ＢＡ：ブチルアクリレート
モノマー（Ｃ３）：炭素数３以下のアルキル基を有するモノマー（Ｃ３）
ＭＭＡ：メチルメタクリレート
モノマー（Ｅ）：紫外線安定性基を有するモノマー（Ｅ）
ＨＡＬＳ(i)：紫外線安定性基を有するモノマー（旭電化工業社製；商品名「アデカスタ
ブＬＡ８２」）
ＤＡＡ：ダイアセトンアルコール
ＭＩＢＫ：メチルイソブチルケトン
【０１０９】
　ポリマー合成例１４（第２のタイプの変性ポリマーの合成）
　３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン（モノマー（Ａ２））を用い、表２に
示したようにモノマー種類等と仕込み・配合量等を変えた以外はポリマー合成例１と同様
にしてポリマー（変性前）の合成を行い、不揮発分３８．７％のポリマー溶液を得た。こ
のポリマー溶液が入っているフラスコ内に、テトラメトキシシラン１００部とジメチルメ
トキシシラン３０部、メタノール１３部、水１８部、前記固体触媒５部を加え、撹拌しつ
つ６５℃で４時間反応させた。トルエンで不揮発分が１５％になるように希釈し、室温ま
で冷却した後、固体触媒を濾別した。変性ポリマー溶液Ｎｏ．１４を得た。
【０１１０】
　ポリマー合成例１５～２２
　表２に示したようにモノマー種類等と仕込み・配合量等を変えた以外は、上記ポリマー
合成例１４と同様にして、変性ポリマーの合成を行って、変性ポリマー溶液Ｎｏ．１５～
２２を製造した。特性を表２に併記した。
【０１１１】
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【表２】

【０１１２】
　表２中の「モノマー（Ａ２）」は、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシランの
意味である。
【０１１３】
　実験例１～１９
　ポリマー合成例１～１１で得られたポリマー溶液Ｎｏ．１～１１と、ポリマー合成例１
４～２１で得られた変性ポリマー溶液Ｎｏ．１４～２１をトルエンで不揮発分が１０％に
なるように希釈し、硬化触媒としてＮ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチ
ルジメトキシシランを不揮発分に対して５０００ｐｐｍ添加して混合した後、得られた溶
液を、厚さ１００μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（商品名「ルミ
ラーＴ」；東レ社製）にバーコーターで乾燥厚さが約１０μｍとなるように塗工し、８０
℃で１時間乾燥させた。硬化塗膜（紫外線遮蔽層）が形成された積層体が得られた。
【０１１４】
　各実験例において下記項目の評価を行い、結果を表３および表４に示した。なお、一部
の実験例（比較実験例も含む）については、紫外線劣化性樹脂基材として、厚さ５００μ
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ｍポリカーボネート（ＰＣ）シート（商品名「レキサン９０３４クリヤ」；旭硝子社製）
を用いた。
【０１１５】
　比較実験例１～３
　ポリマー合成例１２～１３とポリマー合成例２２で得たポリマー溶液Ｎｏ．１２～１３
とＮｏ．２２をトルエンで不揮発分が１０％になるように希釈し、硬化触媒としてＮ－（
２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシランを不揮発分に対して５
０００ｐｐｍ添加して混合した後、得られたポリマー溶液を用いて、実験例１～１９の場
合と同様に硬化塗膜が形成された積層体を作製した。下記項目の評価を行い、結果を表３
および表４に示した。
【０１１６】
　（１）硬化性
　各基材上に積層された紫外線遮蔽層（塗膜）の表面を、トルエンを充分に含ませた脱脂
綿で５０回擦り、硬化性を下記の基準で評価した。
〇；塗膜に異常なし、△；塗膜に僅かに傷が付く、×；塗膜全面に傷が付く、または塗膜
が膨潤あるいは一部溶解する。
【０１１７】
　（２）ポットライフ
　硬化触媒を配合する前の各合成例で得られた不揮発分１０％のポリマー溶液７０ｇを１
００ｍｌの容器に入れ、蓋をすることなく、４０℃、相対湿度９０％に調湿された雰囲気
下で、マグネットスターラーで撹拌しながら放置した。ゲル化して内容物が完全に固化す
るまでの時間を測定し、下記基準で評価した。
○；３０日間以上放置してもゲル化しない、○～△；２０日間以上３０日間未満でゲル化
した、△～×；１０日間以上２０日間未満でゲル化した、×；１０日間未満でゲル化した
。
【０１１８】
　（３）耐候性１（ＵＶカット率とその保持率）
　紫外線遮蔽層が積層された積層体試験片を、固定式メタルハライドランプ型促進耐候性
試験機であるスガ試験機社製の超エネルギー照射試験機「ＵＥ－ＩＤＥＣ型」（インナー
フィルターとして石英、アウターフィルターとして＃２７５を使用）に、紫外線入射側が
紫外線遮蔽層となるようにセットした。［７０℃、７０％ＲＨの環境下、１００ｍＷ／ｃ
ｍ２の紫外線を６時間照射］→［５０℃、９０％ＲＨの環境下、６時間放置］を１サイク
ルとし、２０サイクル、４０サイクル、６０サイクルと曝露を繰り返した。
【０１１９】
　島津製作所社製の分光光度計（「ＵＶ－３１００」）を使用して、ブランクとして各積
層体の基材のみの紫外線透過率（％）を測定すると共に、耐候性試験前後の３６０ｎｍに
おける紫外線透過率（％）を測定し、試験前（初期）のＵＶカット率［（１００－紫外線
透過率）（％）］を求めた。また、この初期のＵＶカット率をＸ、各サイクル後のＵＶカ
ット率をＹとしたときに、［（Ｘ－Ｙ）／Ｘ］×１００（％）によって求められる値をＵ
Ｖカット率の保持率（％）とした。
なお、表中「××」とあるのは基材（ＰＥＴまたはＰＣ）が劣化して破壊してしまい、測
定不能であったことを意味する。
【０１２０】
　（４）耐候性２（塗膜外観）
　上記（３）の耐候性１の各サイクル毎に、紫外線遮蔽層の外観を下記基準で評価した。
○：異常なし、○～△：マイクロクラックが僅かに入る、△：僅かに艶引けまたは黄変、
×：全体が艶引け・黄変、××：基材破壊により評価不能
【０１２１】
　（５）耐湿性
　紫外線遮蔽層が積層された積層体試験片を、５０℃、９５％ＲＨの環境下に、１０００
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時間および２０００時間保持した後の紫外線遮蔽層の外観をそれぞれ下記基準で評価した
。
○：異常なし、△：僅かに艶引けまたは白化、×：全体が艶引け・白化
【０１２２】
　（６）耐温水性
　紫外線遮蔽層が積層された積層体試験片を、６０℃の温水中に１４日間および２８日間
浸漬した後、取り出し、紫外線遮蔽層の外観をそれぞれ下記基準で評価した。
○：異常なし、△：僅かに艶引けまたは白化、×：全体が艶引け・白化
【０１２３】
【表３】
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【０１２４】
【表４】

【０１２５】
　表３の結果から、紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）が用いられていない比較実験
例１では初期特性はともかく、耐候性、耐水性、耐温水性のいずれの特性も非常に劣った
結果となった。比較実験例２および３では、必須モノマー（Ｃ１）が用いられていないた
め、ポットライフが短い。他の特性も経時的に劣化しており、紫外線吸収性基が光分解し
ているためと考えられる。一方、実験例１～１９は、硬化性とポットライフが両立してい
た上に、硬化塗膜の耐候性が長期に亘って優れていた。また、耐湿性、耐温水性にも優れ
るものであった。なお、実験Ｎｏ．８、９、１７、１８の硬化性が△になっているのは、
モノマー（Ａ１）または（Ａ２）の使用量が少ないため、Ｎｏ．１１のポットライフが○
～△になっているのは、モノマー（Ａ１）の量に比べてモノマー（Ｃ１）の使用量が少な
いためであると考えられる。
【０１２６】
　実験例２０～３８および比較実験例４～６
　実験例１～１９および比較実験例１～３で得られた紫外線遮蔽層積層体の紫外線遮蔽層
の上に、シリコーン樹脂系ハードコート剤として「ソルガードＮＰ７３０」（日本ダクロ
シャムロック社製）を乾燥後の塗膜厚が５μｍとなるように塗工して、１２０℃で１時間
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ついて次のように評価し、その結果を表５および表６に示した。
【０１２７】
　［耐候性促進条件］
　ハードコート層と紫外線遮蔽層が積層された積層体試験片を、前記スガ試験機社製のサ
ンシャインウエザーメーターで、サンシャインスーパーロングライフカーボンを使用し、
６３℃で降雨なし２時間と、同じく６３℃で降雨１８分間のサイクルを繰り返す条件で、
３０００時間および５０００時間の曝露を行った。初期（促進試験前）、３０００時間後
、５０００時間後のそれぞれについて、塗膜外観、層間密着性、表面硬さを評価した。
【０１２８】
　［塗膜外観］
　初期（促進試験前）、曝露３０００時間後および５０００時間後に、積層体試験片の外
観を下記基準で評価した。
○：異常なし、○～△：マイクロクラックが僅かに入る、△：僅かに艶引けまたは黄変、
×：全体が艶引け・黄変、××：基材破壊により評価不能
【０１２９】
　［層間密着性］
　初期（促進試験前）、曝露３０００時間後、曝露５０００時間後の各積層体試験片に、
ハードコート層側から１００個の碁盤目（１ｍｍ２）を刻み、碁盤目部分にセロファンテ
ープを密着させ、次いで密着したセロファンテープを、剥離角度が積層体に対して直角と
なるように急激に手で剥がし、剥離した碁盤目の個数を勘案しながら、積層体試験片の外
観を下記基準で評価した。
○：異常なし、△１：碁盤目が僅かにハードコート層と紫外線遮蔽層との間で剥離する、
△２：碁盤目が僅かに紫外線遮蔽層と基材との間で剥離する、×１：かなりの碁盤目がハ
ードコート層と紫外線遮蔽層との間で剥離する、×２：かなりの碁盤目が紫外線遮蔽層と
基材との間で剥離する。
【０１３０】
　［表面硬さ］
　ＡＳＴＭ　Ｄ　１０４４に準拠し、テーバー摩耗試験機で摩耗輪としてＣＳ－１０Ｆを
用いハードコート層を摩耗させる。試験荷重は４．９Ｎ（５００ｇｆ）、試験回数は５０
０回とした。試験片の摩耗試験前後のヘイズの変化を、分光側色色差計（「ＳＺ－Σ９０
」；日本電色工業社製）を用いて測定した。ブランクとして、試験前の積層体のヘイズを
測定してから、試験後の積層体のヘイズを測定し、下記基準で表面硬さを評価した。
Ａ：ヘイズ変化１０％未満…充分な表面硬度がある、Ｂ：ヘイズ変化１０％以上２０％未
満…やや傷が付きやすい、Ｃ：ヘイズ変化２０％以上…傷が付きやすい。
【０１３１】
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【表５】

【０１３２】
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【表６】

【０１３３】
　表５の結果から、紫外線吸収性基を有するモノマー（Ｂ）が用いられていない比較実験
例４は初期特性は良好であるが、曝露３０００時間後には層間密着性試験においてかなり
の碁盤目がハードコート層と紫外線遮蔽層との間で剥離し、表面も傷が付きやすい状態と
なったため、以後の評価を中止した。比較実験例５（表５）および６（表６）では、塗膜
外観は良好であったが、必須モノマー（Ｃ１）が用いられていないため、他の特性が経時
的に劣化しており、紫外線吸収性基が光分解しているためと考えられる。一方、本発明例
である実験例２０～３８では、塗膜外観、層間密着性、表面硬さが長期に亘って優れてい
た。なお、実験Ｎｏ．２８および３７の層間密着性や表面硬さが、若干、経時低下してい
るのは、モノマー（Ａ１）または（Ａ２）の使用量が少ないためであると考えられる。
【産業上の利用可能性】
【０１３４】
　紫外線遮蔽層形成用の樹脂組成物の主体となるポリマー中に反応性シリル基を多数導入
したので、硬化性に優れた樹脂組成物を得ることができた。また、炭素数６以上のアルキ
ル基を有するモノマー（Ｃ１）を併用することで、樹脂組成物がゲル化により固化してし
まうという問題を解決し、硬化性とポットライフを両立させることができた。
【０１３５】
　本発明の紫外線遮蔽層形成用樹脂組成物から形成された紫外線遮蔽層は、紫外線遮蔽能
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を長期に亘って発揮するので、紫外線により劣化する基材等に適用することで、紫外線遮
蔽性積層体を製造することができる。また、紫外線劣化し易い樹脂基材の表面にシリコー
ン樹脂系のハードコート層を形成して耐擦傷性を改善する際に、紫外線遮蔽層を下地層と
して使用することにより、基材樹脂の変色・劣化等を抑えて耐候性を高めると共に、ハー
ドコート層との密着性も大幅に高めることができた。
【０１３６】
　従って、本発明の紫外線遮蔽性積層体は、例えば表面保護用（各種食品包材や、太陽電
池、ポリマー電池等）、絶縁用（絶縁膜や表示素子等）、光学用（レンズ、反射防止膜等
）、建築材料用（防音壁等）、防汚用シート・テント用、マーキングフィルム用、屋外展
張用（農業ハウス等）、屋内外のオーバーレイ（表示材料、電飾看板等）、窓用（車輌、
建築、採光材等）等、様々の用途に幅広く活用できる。
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